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研究成果の概要（和文）：　選挙権年齢を「18歳以上」に引き下げる改正公職選挙法が、2015年6月に成立し、
2016年夏の選挙から18歳以上による投票が実現した。18歳選挙権の実現は戦後史におけるきわめて大きな転換で
あり、戦後の教育においてタブー視されてきた政治と教育の関係を問い直す大きな契機となる可能性がある。
　以上の背景をふまえ、本研究では、今日的局面を、教育の再政治化という思想史的な文脈のなかでとらえ、そ
のことの思想的意味を、特に教育の政治的中立性に関する思想的転換という視点から探究することを目的とし
た。上記の目的を達成するために、本研究では教育と政治が相互浸透している教育政治の構図をうちたてること
をめざした。

研究成果の概要（英文）： The revision of the Public Offices Election Law, which lowered the voting 
age to 18 or older, was passed in June 2015, allowing 18-year-olds and older to vote in the summer 
2016 elections. This could be a major opportunity to rethink the relationship between politics and 
education, which has been taboo in postwar education.
　In light of the above background, the purpose of this study was to view the current situation in 
the context of the re-politicization of education in the history of ideas, and to explore the 
ideological meaning of this re-politicization, especially from the perspective of the ideological 
shift toward the political neutrality of education.In order to achieve the above objectives, this 
study aimed to establish the structure of politics of education, in which education and politics are
 interpenetrating each other.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究を通じて、教育学と政治学の双方に教育政治学の足場を築き、教育学と政治学のパラダイム革新の端緒
を開くことができた。国際的な成果としては、2019年の日本教育学会と世界教育学会において、ハリー・ボイト
とガート・ビースタを招聘して、国際的な成果を上げることが出来た。2020年2月からの新型コロナウィルスの
感染拡大によって、海外からの研究者招聘の中止など研究の中断を余儀なくされたが、2021年度まで研究の期間
を延長することによって、文部科学省の主権者教育推進会議への貢献など、成果を達成することが出来た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 
選挙権年齢を「18 歳以上」に引き下げる改正公職選挙法が、2015 年 6 月に成立し、2016 年

夏の選挙から 18 歳以上による投票が実現した。18 歳選挙権の実現は戦後史におけるきわめて
大きな転換であり、戦後の教育においてタブー視されてきた政治と教育の関係を問い直す大き
な契機となる可能性がある。 
 
２．研究の目的 

 
以上の背景をふまえ、本研究では、今日的局面を、教育の再政治化という思想史的な文脈のな

かでとらえ、そのことの思想的意味を、特に教育の政治的中立性に関する思想的転換という視点
から、深く探究することを目的とする。 
 
３．研究の方法 

 
上記の目的を達成するために、本研究では教育と政治が相互浸透している教育政治の構図を

うちたてることによって、教育の政治的中立性にかんるす新たな理論的地平を切り開くことを
めざす。 

これまでの教育研究では、このような政治と教育の新たな結びつきを理論化する枠組み

を十分に形成し得ていたとはいえない。その一つの理由は、従来の教育研究において、教育

は政治から自律した独立の価値を有するものとして把握され、教育と政治とがその対抗関

係において把握される傾向にあった点が挙げられる（下図）。 

従来の構図 

 

 

 

 

 

 

 

 これに対して本研究では、18 歳選挙権が成立した今日的な局面を、教育の再政治化とい

う思想史的な文脈のなかでとらえ、そのことの思想的意味を、特に教育の政治的中立性に関

する思想的転換という視点から、深く探究することを目的とする。従来の構図において教育

の政治的中立性は、政治の外部にある教育が政治の間でいかなる距離を保つかという点か

ら研究されてきた。しかしこのような把握では、教育と政治が相互に浸透している現代の状

況を把握することができない。そこで本研究では、教育と政治が相互浸透している教育政治

の構図をうちたてることによって、教育の政治的中立性にかんるす新たな理論的地平を切

り開くことをめざす（下図）。 

 本研究が打ち立てようとする構図 

 

 

 
 

 
 
 
４．研究成果 
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以上を通じて、教育学と政治学の双方に教育政治学の足場を築き、教育学と政治学のパラダイ

ム革新の端緒を開くことができた。国際的な成果としては、2019 年の日本教育学会と世界教育
学会において、ハリー・ボイトとガート・ビースタを招聘して、国際的な成果を上げることが出
来た。2020 年 2 月からの新型コロナウィルスの感染拡大によって、海外からの研究者招聘の中
止など研究の中断を余儀なくされたが、2021 年度まで研究の期間を延長することによって、文
部科学省の主権者教育推進会議への貢献など、成果を達成することが出来た。 
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